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イラストレイテッド版  
illustrated version 



マニュアルの構成 

はじめに 

Ⅰ インフルエンザとは 

Ⅱ 流行規模の想定 

Ⅲ 発生段階     

Ⅳ 体制・役割 

   県の危機管理体制、市町村等の役割を記載 

Ⅴ 具体的な対策 

   相談体制、情報収集、広報、公衆衛生対策、社会・
経済対策の具体策を記載 

2 



流行規模の想定 

＜医療機関を受診する患者数の推計＞ 
県人口の２５％が感染し、病原性が中等度で流行期間が８週間とした場合 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※米国疾病管理センターの推計モデルFluAid2.0を用い、平成22年10月1日現在の青森県推計人口を適用 

区分 最小値 中間値 最大値 

受診患者数 １４７，８００ １８７，７００ ２７３，７００ 

（内訳） 
外来患者数 

１４４，４００ １８１，１００ ２６５，２００ 

入院患者数 ２，４００ ５，２００ ６，４００ 

死亡者数 １，０００ １，４００ ２，１００ 
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発生段階 

発生段階 状  態 

平時 新型インフルエンザが発生していない状態 

海外発生＊ 海外で新型インフルエンザが発生した状態 

国内発生 国内で新型インフルエンザの患者が発生した状態 

県内発生（早期） 
県内で新型インフルエンザの患者が発生し、患者の接触歴
を疫学調査で把握できる状態 

県内発生（拡大期） 
県内で新型インフルエンザの患者が発生し、患者の接触歴
を疫学調査で把握できなくなった状態 

＊ ＷＨＯフェーズ４の段階 
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県の危機管理体制 



 
                                            

平  時（新型インフルエンザ対応の情報共有・確認） 

各部局等危機情報連絡員 

県の危機 
管理体制 
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１ 庁内の危機管理体制に関すること 
２ 新型インフルエンザに関する最新情報 
３ その他新型インフルエンザに関すること 

保健衛生課 

毎年、確認 



 
                                            

海外発生時（県の新型インフルエンザ危機対策本部設置前） 

保健衛生課（WHO、国等から発生探知） 

新型インフルエンザ対策庁内連絡会議 

県の危機 
管理体制 
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開催 

健康福祉政策課 

連絡 

議   長  健康福祉部長 
副議長  健康福祉部次長（健康福祉政策課所管） 
構   成  庁内各部局等主管課長、関係課長 
事務局  健康福祉政策課 
所掌事務 ・庁内の情報収集・共有に関すること 
       ・新型インフルエンザ対策推進に関すること 
       ・対策本部設置に関すること 



 
                                            

海外発生以降（国の新型ンフルエンザ対策本部設置後） 

保健衛生課（国の対策本部設置探知） 

新型インフルエンザ危機対策本部 

県の危機 
管理体制 
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開催 

連絡 

本部長            知事 
副本部長        副知事 
危機管理監      危機管理監 
危機事案対策部長 健康福祉部長          
本部員         庁内各部局等の長 
事務局         防災消防課、健康福祉政策課、保健衛生課、公衆衛生等医師               
主な所掌事務     ・新型インフルエンザに関する情報の収集・分析に関すること 
              ・新型インフルエンザに関する対策の指示・調整に関すること 
              ・現地本部への指示に関すること 

防災消防課 

健康福祉政策課 

連絡 



新型インフルエンザ危機対策本部運営 

対策本部事務局 

本部長 

県の危機 
管理体制 
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運営グループ 

医療提供・公衆衛生対策案 

広報グループ 情報収集・分析グループ 

【防災消防課】 
・対策本部の設置・運営 
・庁内各部局等との連絡 
・支援要員の確保、調整 
・市町村との連絡等 
 

【保健衛生課、公衆衛生・感染
症等の診療に従事する医師】 
・情報収集・分析 （ＷＨＯ、国、医療 
   機関等からの情報） 
・医療機関への情報提供 

【健康福祉政策課】 
・県民に対する広報 
・電話相談窓口の設置・   
 運営 

社会経済活動の維持案 

危機管理監 
健康福祉部長 

重要な対策 その他の対策 

各部局等対策実施 

危機管理監 
健康福祉部長 

その他の対策 

決定 決定 決定 

事務局及び関係部局等で対策協議し、案を作成 

県医師
会、感
染症専
門医等 

相談、助言 



海外発生以降（県の新型インフルエンザ危機対策本部設置後） 

新型インフルエンザ危機対策本部長 

新型インフルエンザ現地危機対策本部 

県の危機 
管理体制 
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開催 

指示 

現地本部長       地域県民局長 
現地副本部長     地域連携部長、地域健康福祉部長                        
現地本部員       地域県民局内各部長、教育事務所長、警察署長 
事務局           地域連携部、保健所 
主な所掌事務     区域内における事項 
              ・新型インフルエンザに関する情報の収集・分析に関すること 
              ・新型インフルエンザに関する対策の実施に関すること 
              ・その他対策本部から指示のあった事項 
 
 
 
 
               

防災消防課 

地域連携部 

連絡 



緊急連絡体制 
県の危機 
管理体制 
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＊市町村に対する連絡は、防災消防課が市町村の危機管理部門（災害対策担当部署）に連絡する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【第一情報発信者】  国・検疫所・医療機関・県民等 

所管の保健所 
または青森市保健所 

保健衛生課 
健康危機対策Ｇ 

所管以外の保健所 
または青森市保健所 

健康福祉部内各課 
危機情報連絡員 

（健康福祉政策課） 
防災消防課 

知事・副知事 

広報広聴課 

秘書課 

健康福祉部長・次長 

本庁内各部局等の 
危機情報連絡員   

危機管理監 

本庁内各部局等の長 

各地域県民局 
地域連携部 

各地域県民局の 
局長、各部長 

（地域健康福祉部長を除く。） 

市町村の 
危機管理部門 

地域県民局の 
地域健康福祉部長 

地域県民局の 
地域健康福祉部長 



県の役割 



発生段階別の共通対応 
県の役割 
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発生段階 本庁内各部局等の共通対応項目 

平  時 

 ・業務継続計画に基づく最低限必要な業務・員数等の作成 
 ・所管業務に係るマニュアルの作成 
 ・関係機関等の連絡先リストの作成 
 ・事務局支援職員の候補者リストの作成 

海外発生 

 ・部内における当面の対応方針等の検討 
 ・職員の新型インフルエンザ発生国への渡航状況の確認 
 ・職員の健康状態の把握 
 ・関係省庁からの新型インフルエンザ情報の入手 
 ・関係機関等に対する情報提供 
 ・対策本部事務局への支援職員の派遣 
 ・職場内での感染予防 

国内発生 

 ・職員の健康状態の把握 
 ・関係省庁からの新型インフルエンザ情報の入手 
 ・関係機関等に対する情報提供 
 ・対策本部事務局への支援職員の派遣 
 ・職場内での感染予防 

県内発生 
早  期 

 ・職員の健康状態、休暇状況の把握 
 ・関係省庁からの新型インフルエンザ情報の入手 
 ・関係機関等に対する情報提供 
 ・対策本部事務局への支援職員の派遣 
 ・職場内での感染予防及び拡大防止 
 ・感染者の拡大による休暇職員の増加に対する業務維持対策の準備 
   （業務の優先順位化） 

県内発生 
拡 大 期 

 ・職員の健康状態、休暇状況の把握 
 ・関係省庁からの新型インフルエンザ情報の入手 
 ・関係機関等に対する情報提供 
 ・対策本部事務局への支援職員の派遣 
 ・職場内での感染予防及び拡大防止 
 ・感染者の拡大による休暇職員の増加に対する業務維持対策の実施 
   （必要な業務の維持） 

本庁 



発生段階別の共通対応 
県の役割 
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発生段階 地域県民局内各部等の共通対応項目 

平  時 
  ・業務継続計画に基づく最低限必要な業務・員数等の作成 
  ・関係機関等の連絡先リストの作成 
  ・事務局支援職員の候補者リストの作成 

海外発生 

  ・部内における当面の対応方針等の検討 
  ・職員の新型インフルエンザ発生国への渡航状況の確認 
  ・職員の健康状態の把握 
  ・現地本部事務局への支援職員の派遣 
  ・職場内での感染予防 

国内発生 

  ・職員の健康状態の把握 
  ・現地本部事務局への支援職員の派遣 
  ・職場内での感染予防 
 ・管理庁舎の消毒等 

県内発生 
早  期 

  ・職員の健康状態、休暇状況の把握 
  ・現地本部事務局への支援職員の派遣 
  ・職場内での感染予防 
 ・管理庁舎の消毒等 
 ・感染者の拡大による休暇職員の増加に対する業務維持対策の準備 
   （業務の優先順位化） 

県内発生 
拡 大 期 

  ・職員の健康状態、休暇状況の把握 
  ・現地本部事務局への支援職員の派遣 
  ・職場内での感染予防及び拡大防止 
  ・感染者の拡大による休暇職員の増加に対する業務維持対策の実施 
    （必要な業務の維持） 

地域県民局 



市町村等の役割 



市町村の役割 
市町村等の 
役割 
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発生段階別に、市町村が対応に努める具
体的な内容を記載 

・住民への広報に関すること。 
・住民からの相談に関すること。 
・住民への新型インフルエンザワクチンの接種に関すること。 
・住民への生活支援に関すること。 
・在宅の高齢者、障害者、独居者等への支援に関すること。 
・住民生活に不可欠な業務に関すること。 
・その他住民の健康と生活の確保に関すること。 

市町村の主な役割 



社会機能維持者の役割 
市町村等の 
役割 
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発生段階別に、社会機能維持者が対応に
努める具体的な内容を記載 

・エネルギー（電力、ガス、石油） 
・上下水道 
・通信 
・交通 
・流通 
・報道 
・食料品・生活必需品・医薬品等の製造・販売 

社会機能維持者 



医療機関、県民の役割 
市町村等の 
役割 
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発生段階別に、県民が対応に努める具体
的な内容を記載 

医療機関 

医療機関が対応に努める具体的な内容は
「新型インフルエンザ対策行動マニュアル
［医療提供版］」に記載 

県民 



具体的な対策 



相談体制 
具体的な対策 
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海外発生、国内発生、県内発生（早期） 県内発生（拡大期） 

平時：電話相談窓口準備 

電話相談窓口(広報グループ） 

海外発生時に設置 

県庁（対策本部：庁内）及び地域県民局（現地本部：保健所） 

平時に、県庁及び地域県民局ごとに担当を割振 

役  割 

健康福祉部内・保健所内保健師等専門職員 

設置場所 

相談応対者 

医療相談対応 

事務局支援職員 

一般的な相談事項 

関係部局等の協力 

障害者・外国人等 

「コールセンター」、「帰国者・接触者相談センター」の機能 



情報収集、分析等 
具体的な対策 
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平時での情報 海外発生、国内発生、県内発生での情報 

保健衛生課 

庁内各部局等 
現地本部 
市町村本部 

新型インフルエンザの発生状況 
ウイルスの病原性 
各地域の医療提供体制 など 

情報収集・分析グループ 

メール、ＦＡＸ等 
保健所 

ポータル
サイト、
メールな
どで提供 

国、WHO（「疫学
週報」等）、米国
CDC（「有病率・
死亡率週報」
等）の情報から
インフルエンザ
関連情報を提供   

内容を毎年確認 

運営グループ 情報収集・分析グループ 

保健所 
医療機関 

国 環保 医療機関 市町村 ＷＨＯ等 

収集・分析内容 

情報収集 

現地本部 庁内 

医療機関の 

メーリングリスト
作成 

検討事項 
ＢＢＳ（掲示板）の作成 
 

報告 
 

関係機関 



県民に対する広報 
具体的な対策 
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海外発生、国内発生、県内発生での情報 

県 民 

情報収集・分析グループ 

毎日 

広報グループ 

ＨＰ、県広報紙、市町村広報紙
データ放送 等 

記者発表 

定期的な投げ込み 

原則、県内で初めての感染例、死亡例が発生した場合 

発生状況、予防と対策等 

新型インフルエンザの発生状況 
各地域の医療提供体制 
感染予防 
電話相談件数 など 



海外 
発生 

 

 
 

国内 
発生 

 

  
 

県内 
発生 
早期 

 

県内 
発生 
拡大期 

 

・県民へ 
 渡航の際の注意喚起 

・県民へ 
 感染予防徹底の要請 

・学校、通所施設等へ 
 臨時休業の要請 
・市町村、関係団体、企業等へ 
 各種行事、イベント等の自粛要請 

・関係事業者等へ 
 情報提供 
 感染予防徹底の要請 

具体的な対策 

社会・経済対策 公衆衛生対策 

・関係事業者等へ 

 ライフライン維持、食料品・生活 
必需品確保、ごみ処理対応、遺体
処理対応、住民支援確保の要請 
  
 県民生活の安全確保 
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